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２０２５大阪・関西万博開発支援補助金 

公募要領 

補助金を申請される際は、必ず本公募要領をご確認ください。 

令和６年 １０月 

東大阪市都市魅力産業スポーツ部モノづくり支援室 

【お問合せ先】 

東大阪市 都市魅力産業スポーツ部 モノづくり支援室 

本補助金に関するお問合せ：monodukuri@city.higashiosaka.lg.jp 

問合せが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。
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１．補助金の目的 

２０２５大阪・関西万博には世界から多数の来場者が見込まれ、市内企業が展示・出展できれば、絶好のＰＲ

の機会となります。そこで、出展に際して必要となる費用を助成することで市内企業の出展を促し、企業の販

路開拓や価値向上を支援するものです。 

２．補助対象者 

自社のHPやSNS、広報媒体などで東大阪市内企業であることを積極的に発信できる者であって、展示・出展ゾ

ーンに各実施団体から採択通知を受けて出展する次の各号のいずれかに該当する者とします。 

（１）展示・出展ゾーンへの出展決定時点で本社、事業所、研究開発拠点、工場等の拠点が東大阪市内にある

中小企業者または小規模事業者（以下「中小企業者等」という。） 

（２）（１）に掲げる中小企業者等１社以上を含む団体 

（３）中小企業者等で構成される団体であって、 展示・出展ゾーンへの出展決定時点で主たる事務所が東大

阪市内にある団体（（２）に該当する団体は除く） 

３．補助対象経費及び補助率等  

（１）補助対象事業 

補助対象者が展示・出展ゾーンへの出展に際し、展示内容に関わる製品開発や技術研究、展示・装飾に関

する制作等に事業に取り組む事業。 

（２）補助対象経費／補助率／補助上限金額 

●補助対象経費：次ページのとおり 

●補助率：補助対象経費の１／２を乗じた金額 

 ●補助上限金額：１００万円  

（３）補助対象外経費 

   次の経費は、補助対象外とする。 

１ 東大阪市外にある中小企業者等が負担した経費 

ただし、「２．補助対象者（３）」に掲げる団体のうち、東大阪市外にある企業が負担した 

経費は除く。 

２ 他の支援機関から助成または補助を受けた金額 

３ 消費税及び地方消費税額 
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【補助対象経費】 

区 分 内  容 

技術指導費 

講師謝金 

・外部専門家等から技術指導を特に必要とする場合、技術者・専門家等に支払われる

謝金 

・事業の遂行あたって知的財産権等の導入が必要となる場合に所有者等に支払われる

経費 

・認証・承認機関への相談料、認証・承認取得費用及びコンサルタント費 

（ただし、旅費、食料費、接待費等の個人消費的経費を除く。） 

原材料費 開発に直接使用する原材料を購入する経費 

外注費 開発品に関する加工やデザイン業務、展示品及び装飾物の制作等に要する外注費 

消耗品費 展示品及び装飾物の制作に必要な消耗品を購入する経費 

なお、取得単価が１０万円（税抜）未満のもの、あるいは取得単価が１０万円（税

抜）以上であっても、耐用年数１年未満のもの。 

印刷製本費 展示品を紹介する媒体等の印刷製本費 

通信運搬費 事業に係る資料や物品等の送付等に要する経費 

産業財産権取得等

経費 

事業成果に係る知的財産権の出願及び取得にかかる経費 

共同研究費 研究機関・大学等との共同研究に要する経費（ただし、研究の成果が研究終了後、共

同研究先に帰属するものは除く。） 

市場調査費 市場調査、情報収集に要する経費（ただし、旅費は除く。）

【注意事項】 

補助対象経費の中に補助対象者の自社製品の調達、または関係会社からの調達分がある場合、補助対象 

者の利益等相当分を排除した製造原価または取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる 

場合は、取引価格をもって補助対象とする。この場合は、相見積の有無を問わず、業者選定理由書を提出す 

ること。  

※ 補助対象者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の合理的な証憑をもって原価とし

て認める場合がある。  

※ システム開発など部品・資材等の原価を明らかにすることが難しく、証憑を提出できない場合は、 

①100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合は、売上総利益率相当額 

②関係会社（①以外の事業者）の場合は、営業利益率相当額を排除した金額を補助対象とする。 

なお、その際は、これらを証明する直近の損益計算書を提出すること
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４．申請手続き等の概要 

（１）申請方法 

「東大阪市電子申請システム」から交付申請を行ってください。（必要書類はP.6表1参照） 

・交付申請書における申請額については、「税抜額」を記載してください。 

・「２．補助対象者（２）」の場合は代表企業が申請を行ってください。 

※東大阪市電子申請システム以外では受付いたしません。 

【申請期間等】 

申請開始：令和６年１２月２日（月） 

申請締切：令和７年３月１７日（月）

※締切を過ぎて申請したものについては受付いたしません。申請は余裕をもって行ってください。

※締切までに申請書類一式を準備できない場合は必ずモノづくり支援室までご連絡ください。

（２）交付決定の通知 

申請後、必要書類等を精査し問題がなければ申請いただいた金額から交付決定額を算定し、交付決定の通

知を電子申請システムで登録したメールアドレスに送付いたします。 

※申請金額が予算上限を超えた場合、按分して交付します。 

（３）補助対象事業の変更について 

交付決定後、補助対象事業の内容に変更等が生じた場合は、予め変更承認を受ける必要があります。下記

のような場合は東大阪市モノづくり支援室までご連絡ください。 

・補助事業や収支予算書の内容に著しく変更が生じる場合 

・代表者、事業者名、住所など申請内容について変更が生じる場合 

なお、当初の交付決定額を上回る変更はできません。また、補助事業の目的に沿わない変更等については

承認されない場合があるためご留意ください。

（４）実績報告

補助対象事業が完了したときは、その日から起算して１４日以内に「補助金実績報告書」に必要書類を添

えて電子申請システムにて提出してください。（必要書類はP.6表2参照） 

補助対象事業終了後の補助金額確定にあたり、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い

ます。事業の実施が確認できないときには、補助金の交付決定を取り消す場合があります。 

  実績報告書の提出を受け、書類を精査した後に補助金額確定の通知を電子申請システムで登録したメール

アドレスに送付いたします。 

（５）補助金の支払い 

補助金の支払いについては、市から補助金確定通知書が届き次第、補助金交付請求書を提出いた 

だきます。補助金交付請求書に不備がない場合、送付された翌月末頃にご指定の口座へのお振込み 

を予定しています。 
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５．補助対象者の義務 （お守りいただく事項）

本補助金の交付決定を受けた場合は、以下の条件を守らなければなりません。 

（１）事業完了後より最長３年間、本市が行うフォローアップ調査に協力すること。

   ※指定する事業年度の損益計算書を併せて提出いただきます。 

（２）補助対象事業に係る経理について、その収支にかかる証憑書類を令和１３年３月末まで保存するこ

と。 

  上記の事項が守られていない場合の他、本補助金の取得に関し、下記のような不正が発覚した 

場合、本補助金の交付決定の取消又は返還を求める場合がございます。  

・虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けた場合 

・補助金の交付目的以外の用途に使用した場合 

・補助金の交付の決定に付された条件に違反した場合 

・交付の決定後生じた事情の変化等により、補助対象事業の全部または一部を継続する必要が亡くな   

った場合 

・その他、補助金要綱の規定に違反した場合 

６．必要書類

表１：交付申請に必要な書類 

表２：実績報告に必要な書類 

【全ての申請者が必須】 

①補助金交付申請書 ②事業計画書 ③事業収支予算書 

④損益計算書 ※申請者が団体「２．補助対象者（２）(３)」の場合は、代表企業のみで結構です。 

⑤市税の滞納のない証明書 ※申請者が団体「２．補助対象者（２）(３)」の場合は、代表企業のみで

結構です。※発行日が申請書提出日の直前３ヶ月以内のもの 

⑥補助対象経費に対して、他の支援機関から補助金等を受ける場合は、その内容が分かる書類 

【申請者が団体の場合必要】 

⑦団体を構成する企業名、所在地（東大阪市に拠点のある中小企業者等はその住所）が確認できる書類

※「２．補助対象者（２）(３)」の場合 

⑧団体内経費負担内訳書 ※「２．補助対象者（２）」の場合

【全ての申請者が必須】 

①補助金実績報告書 ②事業報告書 ③事業収支決算書 ④補助対象経費の支払いを証する書類の

写し  

 ※領収証または振込記録の写しなどをご提出ください。各書類には本事業に係る経費であることがわ

かるようにその内容を明記して下さい。 

 ※後日、詳しい内訳資料の提出や実地検査を行う場合がございます。 

 ※事業収支予算書に記載した経費以外の支出は認められません。 

【申請者が団体の場合必要】 

⑤団体内経費負担内訳書 ※「２．補助対象者（２）」の場合 
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７．フローチャート

★補助対象期間の開始：令和６年４月１日 

申請者 東大阪市 

１．電子申請システムから補助金交付申請 

必要書類を添付し、電子申請システム 

より申請してください（P.6 表 1参照） 

申請締切：令和７年３月１７日（月）

締切までに申請が難しい場合、必ずモノ

づくり支援室までご連絡ください。 

２．補助金交付決定通知書の送付 

申請書に不備がない場合、おおよそ 

１～２週間程度で送付いたします。 

３．補助金交付決定通知書の受領 

４．補助金実績報告書の提出 

・必要書類を添付し、電子申請システムより 

申請してください（P.6 表 2 参照） 

【実績報告のタイミング】 

事業完了後１４日以内にご提出ください 

５．補助金実績報告書の受付 

報告書に不備がある場合、メールにてご

連絡させていただきます。 

７．補助金確定通知書の受領 

６．補助金確定通知書の送付 

９．補助金の支払い 

８．補助金交付請求書の提出 

補助金の支払い時期は ４月以降になります。

交付決定時に改めてお知らせします。 


